
5月は「自転

車月間」です 

御存じでし

たか？ 

増えている自転車利用 

 新型コロナウイルスの影響により「運動

不足解消のため」「満員電車の密を避けるた

め」「在宅時間が増え、近所に出かけること

が多くなった」などを理由に自転車利用が

増えています。政府の方針も積極的に自転

車利用を推進しています。自転車の通勤や

業務での利用を認めるようになったという

企業も多いのではないでしょうか？ 

 一方で自転車事故によって他人の生命や

身体を害した場合に加害者が高額の損害賠

償を命じられる判決も相次いでいます。業

務中・通勤途上の自転車事故については使

用の実態や事故発生時の状況により会社責

任が問われることもあり注意が必要です。 

 

保険加入の確認が重要 

 特に注意点は自転車保険等の加入です。

被害者救済のため「自転車損害賠償責任保

険等への加入促進に関する標準条例」で条

例による自転車保険等への加入を義務とす

る地方公共団体は22都府県、努力義務とす

る、が10道県で制定されています。例えば

東京都では自転車利用者に対し対人賠償事

故保険への加入が義務化され、併せて自転

車を業務で使用する業者も同様の義務が課

されました。 

また、自転車通勤従業員のいる事業者に

も通勤者が保険加入することを確認する努

力義務もあります。 

 

危機回避のために保険証券等の確認を 

 自転車の業務利用を許可制としている会

社は多いと思われますが、会社が従業員に

自転車通勤を認めた場合のリスクについて

把握しておく必要があります。それは「従

業員が交通事故を起こした場合、会社から

被害者に対して民法 715条 1項にある「使

用者責任」に基づく損害賠償責任が生じる

可能性があるということです。許可に際し

て対人賠償保険に加入していることを確認

することはリスク管理上必須と言えます。

許可基準として「通勤・業務に使用する自

転車に関する事故につき損害賠償責任の保

険金額が無制限の保険を契約していること」

などが許可基準に設定されているか確認し

ておきましょう。 
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5月は自転車月間 

見直したい企業の自転車管理 
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